
グリーン経済に関する世界的議論の高まり

＜考察の範囲＞グリーン経済は、エネルギーコストの高騰や、エネルギーの
安全保障、環境リスク、限りある自然資源、減退する生態系サービス、さらには
景気後退や経済の不確実性への不安といった、より広範囲な問題を考慮して
いる。また、インフラへの投資や、拡大する消費や生産サイクルが、自然資源
の持続可能性と生態系サービスに対して与える影響も考慮している。経済活
動やそれによる環境への影響は、将来かかるコストを考慮して、再考・再形
成・再構築する必要がある。

＜投資＞2008年から2010年の世界的金融危機を受けて、グリーン・ニュー
ディール政策に関する幅広い議論が行われ、その後「グリーン・リカバリー（
緑の回復）」を達成するために、グリーン経済の概念が加速した。世界経済の
回復を支援するためには、莫大な投資が必要と認識された。こういった財政
投資が、グリーン経済部門への投資機会を提供することとなった。

＜Rio+20＞最初の地球サミットから20年を経て、持続可能な開発に関する
国連会議（UNCSD）、通称Rio+20が2012年5月にリオ・デ・ジャネイロ（ブラジ
ル）で開催される（訳注：その後、開催日時は6月4-6日に決定）。1992年の地
球サミットでは、アジェンダ21、環境と開発に関するリオ宣言、さらにリオ3条
約と呼ばれる気候変動枠組条約、生物多様性条約、砂漠化対処条約といった
成果を残した。Rio+20に向けて、各国政府は、貧困の撲滅と持続可能な開発
の枠組みの中で、グリーン経済を２つのテーマのうちの１つに選んだ。2011
年以降、世界的レベルでのグリーン経済に関する討論が加速するだろう。

＜都市の未来＞2050年までに、全人類の3分の2が、都市もしくは都市圏に
住むようになる。この「都市化した惑星」において、今や世界の一次エネルギ
ー消費量の67％、世界の温室効果ガス総排出量の約80％が都市に起因し
ている。社会は都市経済のあり方に左右されるが、一方で、都市経済は生態系
サービスや資源に左右される。自治体は、関連主体として認識され、環境配慮
型の都市や地域経済の構築に貢献し、ひいては世界のグリーン経済に貢献す
ることを望んでいる。

イクレイのブリーフィングシートは、最新のテーマの背景情報を提供するものである	 2011年1月 （論考）  

グリーン経済は、将来世代を著しい環境リスクや生態系の欠乏にさらすことなく、長期的に人間の幸福を向上
させ、不平等を軽減する。都市や都市圏には、グリーン経済を実現する独自の機会がある。人口、インフラ、知
識、経済活動、資源が地域的に集中しているため、都市は「more with less（より少ないもので、より多くのもの
を）」を実現することができる。言い換えれば、その過密性や都市のシステムは、環境効率を高める要因になり得
るということだ。都市とグリーン都市経済は、人間の幸福度を高め、地域の自然資源を豊かにする一方、将来の
コストや生態系の欠乏、環境リスクを軽減する。

ブリーフィングシート

都市のグリーン経済

グリーン都市経済

「グリーン都市経済は、人
間の幸福度を高め、地域
の自然資源を豊かにする
一方、将来のコストや生態
系の欠乏、環境リスクを軽
減する」

出典：ICLEI　2011年1月

グリーン経済

「グリーン経済の定義
は、“将来世代を著しい環
境リスクや生態系の欠乏
にさらすことなく、長期的
に人間の幸福を向上させ、
不平等を軽減する経済”で
ある」

出典：UNEP（国連環境計画）
　2010「グリーン経済報告書」　

（プレビュー版）
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なぜグリーン経済なのか？

＜行動を起こさないことの代償＞2006年のスターンレビューは、「気候変動
に対する強力かつ迅速な行動による利益は、そのコストを補って余りある」こ
とを示している。今世紀末までには気温が2度から3度上昇するというシナリ
オであれば、気候変動が起こらない場合に比べて、世界経済生産の最大３
％が永久に失われる可能性がある。気温上昇が5度から6度の場合、世界の
GDPは平均5－10%減少する事態にもなり得る。貧しい国ではその減少率が
より高くなる。生態系と生物多様性の経済学（TEEB）の2010年の報告でも、
同様の結論が出ており、「経済分析によれば、多くの場合、より安価な選択肢
は、健全な生態系を維持することである」と明記されている。

＜主要課題＞私たちの経済的生産と消費のパターンは、私たちの社会体系
や生態系と強い相互関係がある。統治や意思決定プロセスは、私たちの経済

活動や社会的幸福の実現可能性
を左右するものだ。たとえば、「今
後40年間で40億戸の住宅を都
市に新築することができるか否
か」、「地球温暖化を1990年比で
2度までに抑えることができるか
否か」、また「私たちの生態系や資
源の状態や質を維持できるか否
か」を決定するのは、私たちの政
治的・経済的基盤である。

＜グリーン経済の原理＞グリー
ン経済は、持続可能な開発に代
わるものではなく、経済活動の持
続可能な開発への貢献に対する
新たな見解として認知されなけ

ればならない。また、グリーン経済では、生態系や自然資源の真価、さらに生
態学的・社会的に健全な長期的経済活動の経済的利点を認識する必要があ
る。グリーン経済は、適正な雇用を生み出す一因となり、雇用の確保、相応の
雇用見通し、労働者の権利確保によって社会的状況を向上させることができ
る。同時に、汚染や健康への影響、資源の劣化や搾取的かつ有害な労働環
境を緩和することができる。貧困撲滅は、持続可能な資源管理と密接な関係
にあり、ミレニアム開発目標（MDGｓ）の目標達成に寄与する。

都市の環境配慮型都市経済構築の機会
＜より少ないものでより多くのものを＞グリーン経済に関する世界的議論は、
地域的な観点で詳述できる。人口、知識、インフラ、資源、経済活動が集中し
ている都市には、より少ないものでより多くを成し、環境効率を高める独自の
機会がある。トップ100の大都市経済地域のGDPは15兆2,470億米ドルと見
積もられており、これは2005年の世界のGDPのほぼ30％にあたる。都市は、
地域の環境資産を向上させ、環境・社会・経済状態を改善することで、グリー
ン経済から利益を得て、さまざまな機会を実現することができる。国家の指導
者のみならず、自治体の指導者も、炭素排出量や汚染を軽減し、生態系サービ
スを改善し、環境リスクを最小限にすることができる。

＜グリーン都市経済＞実効性のあるグリーン都市経済は、完全循環型の物質
サイクル、環境効率の良いシステム、適正な雇用の創出に基づくものでなけ

経済活動と資源利用の統治・管理

出典：ICLEI、2010年

環境効率

環境効率とは、より少ない
資源の利用で、より多くの
財やサービスを生み出し、
同時に社会が環境への悪
影響を軽減することであ
る。都市は、浪費・余剰・非
効率性への解決策を取り
入れ、環境効率のモデルと
ならなければならない。

出典：ICLEI　2010年
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ればならない。経済モデルや意思決定プロセスの検討には、環境的・社会的
コストを組み入れることが必要であると同時に、統治・管理を支援し、環境に
優しい経済状況を作ることが必要である。先進的な都市や都市圏は、グリー
ン経済活動を地域に呼び込むことで「グリーンな先駆者」になるというメリッ
トを享受できる。環境関連の新たな職が創出され、従来の職が環境関連の適
正な職業に変わるため、雇用者および被雇用者も直接的な利益が得られる。

＜環境配慮型都市＞都市形態、人口密度、土地利用、総合設計戦略、技術、建
設、さらにエネルギー・水・廃棄物回収システムなどの都市公益事業を改善す
ることで、資源やエネルギー消費を削減できる。都市が、よりクリーンな都市
環境、生活環境の改善、資源不足の頻度の低下、価格変動の減少、エネルギ
ー浪費に伴うコストの減少、公共交通の利便性向上などの恩恵を受けるのに
伴い、社会的な好機が生まれる。

環境配慮型地域経済の構築における自治体の役割

＜構築主体としての自治体＞多くの経済活動が自治体の管轄下にある。自治
体の活動は、民間部門の活動と切り離すことはできない。自治体は管理面・経
済面の役割を担っており、例として、都市の公益事業における供給や運用が
挙げられる。自治体は、地域経済を奨励し、実行可能にし、動機付けし、評価
し、規制することで、より優れた環境配慮型の状況を作り出すことができる。
また、他の都市とともに、進行中の議論に参加し、それを変革し、情報を提供
することができる。 

＜自治体の投資や購買力の市場への影響＞市の車両購入や建物への投資
など、投資や購買を決定する際には環境基準や社会的基準を考慮に入れる
ことができる。エネルギー・公共交通・廃棄物・水など、市の公共サービスへの
投資により、市のエネルギー使用量や廃棄物量を変えられる。こういった投資
は、公共事業やサービスをより効率的でより環境的に健全なものにする。こう
いった中で、「持続可能な財やサービスの方が好ましい」という明確なメッセ
ージが市場に送られることになる。

＜投資の枠組み条件の設定＞自治体は、戦略的な都市開発のために「規制」
の権限を使うこともできる。建築基準、土地利用政策、エネルギー効率基準な
どを通して、スマートかつつながりのある、コンパクトな都市を作ることができ
る。また戦略的計画によって、再生可能エネルギーやクリーン（環境配慮型）
技術の普及を後押しし、エネルギーの損失を削減し、公共交通システムの収
益を上げることができる。

＜奨励策と財政＞自治体は、環境税の課税や減税などの財政上の奨励策や
抑止策を通して、民間部門の活動に影響を及ぼすことができる。その他の方
法としては、地価評価、原価回収制度、魅力ある決済条件の提示、BOT方式（
一括事業請負後譲渡方式）、共同購入、助成金、貸付金、資金提供がある。こ
のような特別な財政条件により、持続可能な交通への長期的投資を増やし、
エネルギー基盤をより低リスクで採算性の高いものにすることができる。持続
可能でない産業やビジネスに対しては、監視を強化する、課税する、認可要件
を厳格にする、といったことが可能である。

＜個人行動への情報提供＞自治体はすでに、グリーン経済を支援する活動
に関して助言・情報・サービスを提供している。そういった中には、環境配慮
型のレクリエーションスペースの提供、エコ・マーク制度の奨励、再生可能エ
ネルギーや持続可能な生態系システムの利用に関する情報センターの設立
などが含まれる。環境意識の向上、公共情報の提供、利害関係者の関与は、

2011年イクレイの活動とグリ
ーン経済への関与

zz Rio＋20 国連会議で、自治
体の関与促進と代表参加

zz グリーン都市経済に関する
ケーススタディ（事例研究）
の準備

zz 自治体や市の関係者にグリ
ーン経済の概念を説明

zz 自治体の環境配慮型都市
経済構築を支援

zz 自治体の指導者と他部門
の指導者の連携支援

zz イクレイの「自治体によ
る持続可能な購入プロ
グラム」を継続（www.
procuraplus.org）

zz 測定可能な成果を示
す目的で、仁川の「Eco-
Efficiency Challenge（環境
効率への挑戦）」 を後押し

イクレイの「仁川・環境効率
への挑戦」

「仁川・環境効率への挑戦」

は、世界の自治体の意思決定

者たちに、自らの都市や地域

を環境効率の良い未来都市

にすることを求める。

自治体、自治体連合、国家政

府、準国家政府、NGO、都市

の研究者、都市のコンサルタ

ント、地域企業、一般世帯は

活動や事業に関する報告書

を提出することができる。

出典：incheon2010.iclei.org
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特定の政策への理解や支持を高め、個人や組織の購買・消費のパターンを
変えるのに役立つ。また自治体は、地域の生態系システムの経済的価値や、
経済活動に伴う長期的な環境コストやリスクに関して、人々の知識や意識を
高めることもできる。

＜地域の変革を後押し＞自治体は、地域の再生可能エネルギー生産の目標
を定め、革新的政策の採用で障壁を克服し、新たな対処法を開拓し、研究や
地域の行動に関して情報交換や橋渡しをするためのフォーラムを開催するこ
とができる。また、環境に優しくクリーンな技術の研究開発の後押し、廃棄物
処理への投資、水供給の改善、水の損失削減などが可能な上、低炭素で持続
可能な生活様式や、持続可能な方法で作られた商品の消費を促進すること
もできる。

＜グリーン都市経済の拡大＞購買から建設まで、自治体はグリーン都市経済
の促進や拡大において重要な役割を果たすことができる。グリーン経済とい
う話題のまわりには、その課題と好機に惹かれて、すでに多くの人々が集まっ
ている。問題の解決には、地域のさまざまな利害関係者の関与が必要である。


